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電力システムに関する改革方針（2013年4月閣議
決定）や、電気事業法の一部を改正する法律（平成
25年法律第74号）の附則に定めた改革スケジュール
に基づき、3段階の改革を完遂すべく、電力システ
ム改革に関する検討を進めました。

また、エネルギー基本計画においては、市場の垣
根を撤廃し、電力システム改革と併せて、ガスシス
テム改革及び熱供給システム改革を一体的に推進す
ることとしています。これを踏まえ、電力、ガス、
熱供給に関するエネルギー分野の一体改革を実現す
べく、検討を進めました。これにより、革新的な技
術の導入や異なるサービスの融合などダイナミック
なイノベーションを創出し、我が国の成長をリード
するとともに、エネルギー選択の自由度拡大や、料
金の最大限の抑制、安定供給と保安の確保など、消
費者利益の向上を図ることを目指しています。

第１節
電力システム改革の断行

1．電力広域的運営推進機関の設置
東日本大震災により、大規模電源が被災する中、

東西の周波数変換設備や地域間連系線の容量に制約
があり、また、広域的な系統運用が十分にできませ
んでした。このため、不足する電力供給を手当する
ことができず、国民生活に大きな影響を与えたこと
から、2013年11月に成立した電気事業法の一部を
改正する法律（平成25年法律第74号）に基づき、強
い情報収集権限と調整権限のもとで広域的な系統計
画の策定や需給調整等を行う「電力広域的運営推進
機関」が2015年4月に発足しました。

電力広域的運営推進機関では、発足当初から、地
域間連系線等の整備等に関する方向性を整理した広
域系統長期方針の検討を開始するとともに、東西の
周波数変換設備及び東北東京間連系線の増強に関す
る計画の検討を進めています。また、同年4月には
東京電力株式会社の供給区域において、同年9月に
は四国電力株式会社の供給区域において、需給の状
況が悪化するおそれがあったため、電気事業法第

28条の44第1項に基づき、それぞれ関係する電気事
業者に対し、需給状況を改善するための指示を行い
ました。

2．�電気事業法等の一部を改正する等
の法律案（第3段階）の成立

電力システムに関する改革方針（2013年4月閣議
決定）や、電気事業法の一部を改正する法律（平成
25年法律第74号）の附則に定めた改革プログラムに
基づき、所要の検証を行った上で、電力システム改
革の第3段階である「法的分離の方式による送配電
部門の中立性の一層の確保や電気の小売料金の全面
自由化」を実施するとともに、電力システム改革と
併せて、ガスシステム改革及び熱供給システム改革
を一体的に推進（次節参照）するために必要な措置等
を定めた電気事業法等の一部を改正する等の法律案
の閣議決定を2015年3月3日に行い、第189回通常国
会に提出されました。また、同法案は、2015年6月
17日に成立しました。
〔電気事業法等の一部を改正する等の法律の内容〕
１．電気事業法の一部改正

①送配電事業の中立性確保（平成32年4月1日施
行、②も同じ）
○一般送配電事業者・送電事業者が小売電気事

業や発電事業を行うことを禁止（兼業規制に
よる法的分離）。

○適正な競争関係を確保するため、一般送配電
事業者・送電事業者と、そのグループの発電
事業者や小売電気事業者等に対し、取締役の
兼職禁止等の行為規制を措置。

②小売料金規制撤廃
○小売料金規制の経過措置について、対象事業

者を指定する制度とし、適正な競争関係が確
保されている供給区域では経過措置の解除を
可能とする。

③その他の改正等
○現在、一般電気事業者に認められている一般

担保付社債の発行の特例を廃止。ただし、施
行後5年間は発行を可能とする経過措置を講
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ずる。また、政投銀や沖縄公庫による一般担
保付貸付金を廃止。

○需要抑制の活用に資する電力量調整供給に係
る規定の整備や、風力発電への定期的な検査
の導入、保安規制の合理化を行う。

○法施行やエネルギー基本計画の実施の状況、
需給状況等について各段階で検証を行い、そ
の結果を踏まえ必要な措置を講ずる旨を規定。

２．ガス事業法の一部改正
①小売参入の全面自由化（公布日から2年6月以内

に施行、②及び③も同じ）
○現在、一般ガス事業者にしか認められていな

い家庭等への供給を全面自由化。併せて簡易
ガス事業の許可制を廃止。

○自由化に伴い事業類型を見直し、製造（届出）・
一般ガス導管（許可）・特定ガス導管（届出）・
小売（登録）の事業区分に応じた規制体系に移
行。

○LNG基地の第三者利用を促すため、第三者
が利用する場合の約款の作成・公表等をガス
製造事業者に義務付け。

②ガス導管網の整備
○導管の建設・保守を着実に実施できるよう、

一般ガス導管事業には地域独占と料金規制
（総括原価方式：認可制）を措置。

○事業者間の導管接続の協議を国が命令・裁定
できる制度を創設。

③需要家保護と保安の確保
○競争が不十分な地域においては、現在の一般

ガス事業者に対し経過措置として料金規制を
継続（経過措置の解除に当たっては競争の進
展状況を確認）。

○一般ガス導管事業者に対し、最終保障サービ
スの提供を義務付け。

○ガス小売事業者に対し、供給力確保、契約条
件の説明等を義務付け。

○ガス導管事業者に導管網の保安や需要家保有
の内管の点検等を義務付けるとともに、ガス
小売事業者に消費機器の調査等を義務付け。

④導管事業の中立性確保 （平成34年4月1日施行）
○一定規模以上のガス導管事業者がガス製造事

業やガス小売事業を行うことを禁止（兼業規
制による法的分離）。

○一定規模以上のガス導管事業者と、そのグ
ループのガス製造事業者やガス小売事業者等
に対し、取締役の兼職禁止等の行為規制を

措置。
○法施行やエネルギー基本計画の実施の状況、

需給状況等について各段階で検証を行い、そ
の結果を踏まえ必要な措置を講ずる旨や、
LNG調達や保安に係る国の責務を規定。

３．�熱供給事業法の一部改正（公布日から1年6月�
以内に施行）
○現在、許可制としている熱供給事業への参入

規制を登録制とする。
○料金規制や供給義務などを撤廃。ただし、他

の熱源の選択が困難な地域では、経過措置と
して料金規制を継続。

○熱供給事業者に対し、需要家保護のための規
制（契約条件の説明義務等）を課す。

４．�経済産業省設置法等の一部改正（公布日から�
6月以内に施行（設立））
○電力取引の監視及び行為規制の実施等を業務

とする「電力取引監視等委員会」を大臣直属の
「８条委員会」として設立。

○独立性を確保するため、委員が独立して職務
を遂行すること、事業者への業務改善勧告の
権限等を措置。

○高度の専門性を確保するため、法律、経済、
工学等の知見を有し、公正かつ中立な判断を
することのできる専門家を委員とする。

3．電力取引監視等委員会の設置

電力システム改革は、新規参入の撤廃や市場の価
格メカニズムを機能させること等を通じて健全な競
争を促し、①電力の安定供給の確保、②電気料金の
最大限の抑制、③需要家の選択肢や事業者の事業機
会の拡大を実現することを目指しています。

電力取引監視等委員会は、2015年に成立した「電
気事業法等の一部を改正する等の法律」（平成27年
法律第47号）に基づき、この電力システム改革の実
施に当たり、電力取引の監視等の機能を一層強化し、
電力の適正な取引の確保に万全を期すための、独立
性と高度な専門性を有する経済産業大臣直属の新
たな規制組織として、2015年9月1日に設立されま
した。

本委員会の委員長及び委員4名は、法律、経済、
金融又は工学の専門的な知識と経験を有し、その職
務に関し、公正かつ中立な判断をすることができる
者のうちから、経済産業大臣により任命されており、
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委員長及び委員は、独立してその職権を行うことと
されています。2016年4月から、電力取引監視等委
員会の所掌業務にガス事業法及び熱供給事業法に関
する事務も追加され、名称が「電力・ガス取引監視
等委員会」に改編されることとなりました。

委員会は、法律に基づく以下の権限を行使しなが
ら、電力・ガス・熱の適正取引の監視やネットワー
ク部門の中立性確保のための行為規制等を厳正に実
施しています。特に2015年度は2016年4月の電力の
小売全面自由化に向けて、①小売電気事業者の登録
審査、②託送供給等約款の審査、③各種ガイドライ
ンの整備、④電力自由化に関する周知・広報や消費
者保護対策、などに取り組みました（→後述４．）。

◯電力小売やネットワーク部門の中立性確保に係
る厳正な監視

　小売電気事業者の登録審査、事業者に対する報
告徴収、立入検査、業務改善勧告、あっせん・
仲裁、託送供給等約款や経過措置料金の審査

　例
　・小売供給契約に関し、法外な解約金を請求す

る、苦情や問い合わせに応じないなど悪質な
行為の監視

　・大手電力会社が新規参入者を排除するなど、
市場支配力行使の監視

　・電力会社の送配電部門で知った新規参入者の
情報を自社の小売部門に伝えるなど、送配電
部門の中立性確保に係る禁止行為の監視

◯電力取引等に係るルールづくり
　適正取引や各種行為規制等のルールの原案を作

成し、経済産業大臣へ建議

４．電力小売全面自由化に向けた準備
（１）電気事業を取り巻く状況の検証

2015年6月17日に成立した電気事業法等の一部を
改正する等の法律において、2016年4月1日の小売全
面自由化の実施前に、電気事業を取り巻く状況につ
いて検証を行うことが規定されました。これを踏ま
え、総合資源エネルギー調査会において、2015年6
月に電力システム改革小委員会制度設計ワーキング
グループ（注1）で議論を開始し、10月に電力基本政策
小委員会（注2）が設立されてからは同小委員会に検討
の場を移し、合計5回にわたる議論を重ねました。こ
れらの議論を踏まえ、2015年12月、電気事業を取り
巻く状況の検証結果を政府としてとりまとめました。

 注1  2013年2月の総合資源エネルギー調査会総合部会電力システム改革専門委員会報告書、同年4月に閣議決定された電力システムに関する改革方
針、同年11月に成立した電気事業法の一部を改正する法律（平成25年法律第74号）等において、遅くとも2020年までに実現すべき電力システ
ム改革の工程、手順の基本的な方向性が示されました。これを受け、電力システム改革を着実に進めていく上での実務的な課題への対応も含め
た具体的な制度設計に関する検討・審議を行うため、2013年7月に、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会電力システム改革小委員会の下
に「制度設計ワーキンググループを設置しました。2015年度は、計2回（第13回を6月25日、第14回を7月28日）にわたる議論を行いました。

 注2    2015年6月の電気事業法等の一部を改正する等の法律案（第3段階）の成立を受け、2016年4月の電力小売全面自由化に向けた詳細な制度設計
については、2015年9月に設置された電力取引監視等委員会において議論がなされることとなりました。他方、今後は、電力システム改革が
進展する中で、電力分野において、エネルギー政策の基本的視点である、安全性、安定供給、経済効率性、及び環境適合を同時に達成していく
ことが求められます。そのためには、効率的かつ競争的な電力市場の整備等の環境整備を進めると同時に、電力システム改革が我が国経済にお
ける成長戦略としての効果を最大限に発揮するためにも、市場における担い手としてのエネルギー産業を国際的にも競争力のあるものとしてい
くことが必要不可欠です。このため、電気事業制度に係る制度設計をはじめとして、電力分野の産業競争力強化に向けた幅広い政策課題を検討
する場として、2015年10月、総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会の下に電力基本政策小委員会を設置しました。2015年度は、
計5回（第1回を10月27日、第2回11月18日、第3回を12月10日、第4回を2月9日、第5回を3月30日）にわたる議論を行い、そのうち第1回
～第3回の計3回において小売全面自由化実施前の検証について議論しました。

経済産業大臣

電⼒・ガス
取引監視等委員会

 委員⻑（１）
 委員（４）

 事務局⻑

1

地方経済産業局 等

総務課

取引監視課

ネットワーク事業監視課

事務局

北海道経済産業局電⼒・ガス取引監視室
東北経済産業局電⼒・ガス取引監視室
関東経済産業局電⼒・ガス取引監視室
中部経済産業局電⼒・ガス取引監視室

近畿経済産業局電⼒・ガス取引監視室
中国経済産業局電⼒・ガス取引監視室
四国経済産業局電⼒・ガス取引監視室
九州経済産業局電⼒・ガス取引監視室

沖縄総合事務局経済産業部電⼒・ガス取引監視室

電⼒ガス北陸⽀局電⼒・ガス取引監視室

卸取引監視室

【第361-3-1】電力・ガス取引監視等委員会　組織図

（※） 委員会には、総務課、取引監視課及びネットワーク事業監視
課の3課からなる専属の事務局が置かれるとともに、各地方の
経済産業局等においても電力取引監視室を設置。

経済産業省

経済産業大臣

電⼒・ガス
取引監視等委員会

電⼒・ガス・熱市場
（発電事業者、送配電事業者、小売電気事業者、

ガス製造事業者、ガス導管事業者、ガス小売事業者、熱供給事業者など）

電⼒・ガス・熱の
適正取引の確保

ネットワーク部門の
中⽴性確保

（⾏為規制の実施）

地方経済産業局 等
取引監視室

意⾒・建議
①ルールの策定
②事業者への処分
③供給約款の認可等

取引監視・⾏為規制等のルールの適⽤

委員会の意⾒具申に
基づく各種措置

報告

指揮監督

（報告徴収、⽴ち⼊り検査、事業者への勧告、
あっせん・仲裁など）

【第361-3-2】電力・ガス取引監視等委員会の役割
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　　　  検証結果（まとめ）�（2015年12月）

（１） 2016年4月の小売全面自由化に向けた準備
は着実に進んでおり、当面、法律上、検証
結果を踏まえて必要に応じて講じることと
されている、競争条件の改善、適正な競争
条件の確保、安定供給のための資金調達の
確保等に関する措置を講じる必要はない。

（２） 他方、現在急ピッチで作業が進められている
情報システムの開発・整備は、時間的制約が
ある中で一定の遅延リスクを内包しており、
きめ細かく継続的に状況をフォローすると共
に、仮に作業の遅延が生じた場合の対応をあ
らかじめ検討しておく必要がある。また、必
ずしも十分に周知されていない小売全面自由
化の意義や手続等について、官民一体となっ
て、一般家庭等に対する広報活動を強化して
いく必要がある。

（３） なお、電力システム改革は2016年4月の小売
全面自由化により次のステージに移る。新規
参入の活発化等により競争状況に大きな変化
が生じてくる可能性があり、引き続き電気事
業を取り巻く状況を継続的にフォローしつ
つ、現在進めている再生可能エネルギー固定
価格買取制度の見直しや原子力事業環境整備
等、エネルギー基本計画に基づく各施策を着
実に実施すると共に、状況の変化に応じ、必
要な措置を講じていくべきである。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝

（２）小売電気事業者の登録審査
小売全面自由化に先立って、2015年8月から小売

電気事業者の事前登録受付を開始し、順次審査を
行ってきました。2016年4月1日現在において、小
売電気事業329件、小売供給11件の申請を受け付け、
審査の結果、小売電気事業280件（みなし小売電気
事業者（旧一般電気事業者小売部門）10件含む）、小
売供給16件（みなし登録特定送配電事業者（旧特定
電気事業者）5件を含む）が登録されました。

法律や省令に則り、資源エネルギー庁が、最大需
要電力に応ずるために必要な供給能力を確保できる
見込みや小売電気事業を適正かつ確実に遂行できる
見込みがあるか、電力取引監視等委員会が、「電気の
使用者の利益の保護のために適切でないと認められ
る者」に該当しないか、それぞれ審査を行っています。

（３）各種ガイドラインの整備
小売全面自由化を契機に多様な事業者が参入する

ことを踏まえ、関係事業者が電気事業法等を遵守す
るための指針を示し、これにより電気の需要家の保
護を図るため、新たなガイドライン「電力の小売営
業に関する指針」を策定しました。

同指針は電力取引監視等委員会の下に設置した制
度設計専門会合（座長：稲垣隆一電力取引監視等委
員会委員）において2015年10月から3 ヶ月にわたって
議論を行い、電力取引監視等委員会から経済産業大
臣に建議し、1月29日に経済産業大臣が制定しました。

また、電力の小売全面自由化に合わせ、 電力市場
を競争的に機能させる観点から、経済産業省と公正
取引委員会が共同で定める「適正な電力の取引につ
いての指針」についても所要の改正を行いました。

同指針のうち経済産業省が担当する部分について
は、制度設計専門会合において2015年10月から3 ヶ
月にわたって議論を行い、電力取引監視等委員会か
ら経済産業大臣に建議し、3月7日に経済産業大臣
が制定しました。

2つの指針の内容については、説明会の開催など
を通じて、4月から電力小売市場に参入する事業者
への周知徹底を図っています。

事前に広域的運営推進機関に加入していない場合

＜登録に係る手続きフロー＞

①経済産業大臣に登録申請書を提出

②経済産業大臣
による審査

③経済産業大臣による登録・通知

広域的運営推進機関への加入手続

②電⼒・ガス取引
監視等委員会に
よる審査

※標準処理期間は１カ⽉

＜登録審査に係る条文（抜粋）＞
・電気事業法第２条の４第１項
経済産業大臣は、第２条の２の登録の申請があつた場合においては、次条
第１項の規定により登録を拒否する場合を除き、次に掲げる事項を小売電
気事業者登録簿に登録しなければならない。
⼀、⼆（略）

・電気事業法第２条の５第１項
経済産業大臣は、第２条の３第１項の申請書を提出した者が次の各号の
いずれかに該当するとき、⼜は当該申請書若しくはその添付書類のうちに重要
な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が⽋けていると
きは、その登録を拒否しなければならない。
⼀〜三（略）
四 小売供給の相手方の電気の需要に応ずるために必要な供給能⼒を確保
できる⾒込みがないと認められる者その他の電気の使⽤者の利益の保護のた
めに適切でないと認められる者

【第361-4-1】登録に係る手続きフローと登録審査
に係る条文（抜粋）
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　「電力の小売営業に関する指針」のポイント

（１）需要家への適切な情報提供
①望ましい行為
　・一般家庭を始め低圧需要家向けの「標準メ

ニュー」を公表すること。
　・平均的な電力使用量における月額料金を例

示すること。
　・他社からの切替えの際、既存契約の解除に

係る違約金等の発生の可能性を需要家に説
明すること。

　・自社のホームページやパンフレット、チラ
シ等で電源構成を開示すること。併せて、
CO2排出係数（調整後排出係数）を記載する
こと。

　　※１：電源構成開示については、小規模事
業者にとって負担となることや、発電事業
者から小売事業者に対し電源種別に関する
情報提供が必要なことなどに留意が必要。

　　※２：需要家ニーズや事業者の取組状況を
注視し、需要家のニーズが高まっても事業
者の開示の取組が進んでいないなど、市場
が適切に機能していないと考えられる場合
には、改めて開示のあり方の検討が必要。

②問題となる行為
　・料金請求の根拠となる使用電力量等の情報

を請求書に記載しないなど、需要家に示さ
ないこと。

　・「当社の電気は停電しにくい」など、需要家
の誤解を招く情報提供で自社のサービスに
誘導しようとすること。

　・電源構成を訴求した営業行為を行う場合、
電源の割合の計画を示さないことや実績値
を事後的に説明しないこと。

　・地産地消を訴求した営業行為を行う場合、
発電所の立地場所や電気の供給地域につい
て十分に説明しないこと。

（２）契約内容の適正化
○問題となる行為
　・不当に高額の違約金等を設定するなど、解

除を著しく制約する内容の契約条項を設け
ること。

　・解除手続や更新を拒否する手続の方法を明
示しないなど、解除を著しく制約する行為
をすること。

（３）苦情・問合せへの対応の適正化
①望ましい行為　　
　・送電線の切断など、送配電要因で停電して

いることが明らかな場合に送配電事業者が
ホームページ等を通じて提供する情報を用
いて、小売電気事業者が消費者からの相談
や問合せに応ずること。

　・原因不明な停電発生時に、ブレーカーの操
作方法など消費者に対し適切な助言を行う
こと。

②問題となる行為
　・原因不明な停電に対し、消費者からの問合

せに不当に応じないこと。
（４）契約の解除手続の適正化

○問題となる行為
　・契約解除の申入れが、契約者（需要家）本人

からのものであるか、適切な方法で本人確
認をしないこと。

　・需要家の意に反した過度な引き留め営業な
ど、解除の申込みに速やかに応じないこと。

　・契約解除について、解除予告通知を行うこ
とや最終保障供給・特定小売供給を申し込
む方法があることを説明することなどの適
切な対応を怠ること。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝

「適正な電力取引についての指針」の主な改定事項

（電気事業法関連部分）
（１）小売分野
　・小売事業者が需要家への請求書等に託送供給

料金相当の支払金額を明記することを、望ま
しい行為と位置付ける。

　・誤解を招く情報提供により自社のサービスに
需要家を不当に誘導することを、問題のある
行為と位置付ける。

（２）卸売分野
　・常時バックアップの供給量に関する記載を追

加（特高・高圧は3割程度、低圧は1割程度）
　・インサイダー取引、インサイダー情報の公表

を行わないこと及び相場操縦を問題のある行
為と位置付ける。

（３）託送分野
　・需要家への差別的対応の具体例として、送配

電事業のために需要家と需給調整契約を締結
する際に、自己の小売部門の需要家を優遇す
ることを追加。
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　・需要家への差別的対応の具体例として、転居
等により新たな供給先を検討中の需要家に対
する情報提供において、自社の小売部門と他
の小売電気事業者で不当に差別的に取り扱う
ことを追加。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝

（４）託送供給等約款の審査
小売電気事業者が東京電力など一般送配電事業者

に送電網の使用料として支払う託送料金等を定める
「託送供給等約款」は、小売全面自由化実施後、経済
産業大臣が認可を行うこととなります。

託送供給等約款の認可にあたっては、電力取引監
視等委員会の下に設置した電気料金審査専門会合

（座長：安念潤司　中央大学法科大学院教授）により
中立的・客観的かつ専門的な観点から検討するとと
もに、パブリックコメントも実施することで、透明
性の高い審査プロセスを経ることとしています。

2016年4月の小売全面自由化の実施に向けて、低
圧向け託送料金を新規に設定する必要等があるた
め、東京電力など現在の一般電気事業者10社が2015
年7月、託送供給等約款の認可申請を行いました。

【第361-4-2】託送料金認可手続き

電気料金審査専門会合では、同年9月から4 ヶ月
にわたって、申請内容について厳正に審査を行いま
した。北陸電力、中国電力及び沖縄電力の3社につ
いては、原価の適正性から審査を行いました。また、
東日本大震災以降に供給約款の認可を受けた北海道
電力、東北電力、東京電力、中部電力、関西電力、
四国電力及び九州電力を含む全10社について、制
度改正を受けた対応が適正に反映されているかにつ
いて審査しました。

電気料金審査専門会合が同年12月2日にパブリッ
クコメントの結果も踏まえ「査定方針案」を取りまと
めたことを受け、同年12月11日に電力取引監視等

委員会は委員会としての意見（査定方針）を経済産業
大臣に提出しました。この意見を踏まえ、経済産業
大臣は「査定方針」に基づく申請内容の修正を提出す
るよう各社に指示を出し、同年12月18日に託送供
給等約款を認可しました。
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 今年７月末に電力会社から提出された認可申請が、電気事業法等の関係法令及び審査要領に照らし、最大限の経営効率化を踏まえたものとなっているか審査を行う
にあたり、９月に電力取引監視等委員会に意見を聴取したところ。

 電力取引監視等委員会における審議の結果を踏まえた回答があったことを受け、経済産業省として査定方針を策定した。

託送供給等約款認可申請に係る審査に託送供給等約款認可申請に係る審査に託送供給等約款認可申請に係る審査に託送供給等約款認可申請に係る審査についてついてついてついて

（座長）（専門委員） （敬称略）
安念 潤司 中央大学法科大学院 教授

（委員）
圓尾 雅則 ＳＭＢＣ日興証券株式会社 マネージングディレクター
箕輪恵美子 有限責任監査法人トーマツ パートナー 公認会計士

（専門委員）
秋池 玲子 ボストン コンサルティング グループ

シニア・パートナー＆マネージング・ディレクター
梶川 融 太陽有限責任監査法人 代表社員 会長
辰巳 菊子 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・

相談員協会 常任顧問
松村 敏弘 東京大学社会科学研究所 教授
南 賢一 西村あさひ法律事務所 パートナー 弁護士
山内 弘隆 一橋大学大学院商学研究科 教授

電力取引監視等委員会・電気料金審査専門会合委員

平成27年 7月29日 北陸電力、中国電力、沖縄電力より託送料金認可申請の提出
7月31日 北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、関西電力、四国

電力、九州電力より託送料金認可申請の提出
9月 1日 経済産業大臣より電力取引監視等委員会へ意見聴取

＜電気料金審査専門会合において審議＞
第 1回（ 9月 4日）概要説明①（北陸、中国、沖縄）
第 2回（ 9月 7日）概要説明②（北海道、東北、東京、中部、関西、四国、九州）
第 3回（ 9月10日）前提計画（需要想定・設備投資計画）、個別の原価①（人員計

画・人件費）（北陸、中国、沖縄）
第 4回（ 9月18日）個別の原価②（経営効率化計画、設備投資関連費用、修繕費、

スマートメーター関連費用）（北陸、中国、沖縄）
第 5回（10月 8日）個別の原価③（燃料費、購入・販売電力料、公租公課、その他

経費、控除収益）（北陸、中国、沖縄）
※以降、委員が３人１組になって査定方針案の検討

第 6回（10月22日）制度変更等に係る論点①（需要地近接性評価割引、離島ユニ
バーサルサービスに係る供給費、系統連系技術要件）（10社）

第 7回（10月30日）制度変更等に係る論点②（調整力コスト、発電・送配電の設備
区分見直し、小売・配電の業務区分見直し)(10社)

第 8回（11月 6日）制度変更等に係る論点③（需要地近接性評価割引）意見募集の
結果報告（10社）

第 9回（11月13日）制度変更等に係る論点④（調整力コスト）、費用の配賦・レー
トメーク、検討を深めるべき論点①（10社）

第10回（11月20日）検討を深めるべき論点②（10社）
第11回（12月 2日）査定方針案の検討（10社）

平成27年12月 2日 電気料金審査専門会合において査定方針案をとりまとめ
12月11日 第14回電力取引監視等委員会において査定方針を策定

検討の経緯

申請の概要

北海道 東北 東京 中部 北陸

前回改定 今回申請 前回改定 今回申請 前回改定 今回申請 前回改定 今回申請 前回改定 今回申請

低圧 1,279 1,300 2,848 2,797 9,388 9,098 3,649 3,677 792 763

高圧 552 576 1,408 1,425 3,900 3,887 1,696 1,692 452 445

特別高圧 67 75 383 405 1,603 1,645 735 748 134 146

計 1,898 1,951 4,639 4,627 14,891 14,630 6,081 6,117 1,379 1,353

関西 中国 四国 九州 沖縄

前回改定 今回申請 前回改定 今回申請 前回改定 今回申請 前回改定 今回申請 前回改定 今回申請

低圧 4,394 4,225 2,017 1,752 1,000 970 2,897 2,926 336 391

高圧 1,930 1,920 891 800 438 437 1,124 1,174 130 196

特別高圧 950 973 347 334 104 108 390 436 24 58

計 7,274 7,118 3,255 2,887 1,542 1,515 4,412 4,536 490 645

北陸 中国 沖縄

今回申請A 前回改定B 差引(A-B) 今回申請A 前回改定B 差引(A-B) 今回申請A 前回改定B 差引(A-B)

人件費 255 259 ▲ 4 474 622 ▲ 148 87 81 7

燃料費 20 - 20 74 - 74 154 - 154

購入電力料 0 0 ▲ 0 2 2 1 4 - 4

資本費 363 463 ▲ 101 723 1,032 ▲ 309 191 174 17

減価償却費 277 311 ▲ 34 546 704 ▲ 158 150 119 31

事業報酬 86 153 ▲ 66 176 327 ▲ 151 41 55 ▲ 14

修繕費 309 272 38 575 509 66 113 89 24

公租公課 197 208 ▲ 11 424 473 ▲ 49 58 51 7

その他経費 241 214 27 714 703 11 117 99 18

控除収益 ▲ 32 ▲ 37 5 ▲ 99 ▲ 86 ▲ 13 ▲ 80 ▲ 4 ▲ 76

託送原価計 1,353 1,379 ▲ 26 2,887 3,255 ▲ 368 645 490 155

１．各社の託送料金原価（10社） ３年平均

２．北陸電力、中国電力及び沖縄電力の託送料金原価の内訳（３社） ３年平均

※各社の低圧及び沖縄電力の高圧は新設のため前回改定は試算値

※北陸電力、中国電力及び沖縄電力は、東日本大震災以降、料金原価の洗い替えを伴う供給約款の認可を受けていない
ため、個別原価の審査を行った。

（億円）

（億円）

託送供給等約款認可申請に係る査定方針について託送供給等約款認可申請に係る査定方針について託送供給等約款認可申請に係る査定方針について託送供給等約款認可申請に係る査定方針について
個別費用個別費用個別費用個別費用項目項目項目項目のののの査定査定査定査定方針（方針（方針（方針（ポイント）ポイント）ポイント）ポイント） （注）金額は、各社それぞれの申請額（３年平均）及び電力取引監視等委員会の査定による原価カット額を表示（一部を除いて、億円単位未満は四捨五入）。

制度変更等に伴う査定方針（制度変更等に伴う査定方針（制度変更等に伴う査定方針（制度変更等に伴う査定方針（ポイント）ポイント）ポイント）ポイント）

査定査定査定査定方針を踏まえた託送料金単価方針を踏まえた託送料金単価方針を踏まえた託送料金単価方針を踏まえた託送料金単価

【北海道電力】
【東北電力】
【東京電力】
【中部電力】
【北陸電力】
【関西電力】
【中国電力】
【四国電力】
【九州電力】
【沖縄電力】

○○○○調整力コスト調整力コスト調整力コスト調整力コスト (人件費、設備投資関連費用等の内数)
[[[[北海道：北海道：北海道：北海道：125125125125億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲29292929億円億円億円億円、東北：、東北：、東北：、東北：202202202202億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲35353535億円億円億円億円、東京：、東京：、東京：、東京：626626626626億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲81818181億円億円億円億円、中部：、中部：、中部：、中部：231231231231億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲27272727億円億円億円億円、北陸：、北陸：、北陸：、北陸：67676767億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲７７７７億円億円億円億円、関西：、関西：、関西：、関西：346346346346億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲47474747億円億円億円億円、中国：、中国：、中国：、中国：139139139139億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲24242424億円億円億円億円、四国：、四国：、四国：、四国：67676767億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲11111111
億円億円億円億円、九州：、九州：、九州：、九州：211211211211億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲37373737億円億円億円億円、沖縄：、沖縄：、沖縄：、沖縄：151151151151億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲88888888億円億円億円億円カットカットカットカット]]]]

・ 周波数制御・需給バランス調整のための固定費について、小売電気事業者が負担すべきと考えられる部分を託送料金原価から減額。
・ 沖縄電力は、地域の特殊性を考慮しつつ、調整力コストの算定にあっての考え方を他の９社と統一。 等

○○○○需要地近接性需要地近接性需要地近接性需要地近接性評価評価評価評価割引割引割引割引
・ 割引対象電源に低圧系統に接続する電源を加え、割引対象地域を市区町村単位できめ細やかに設定。
・ 現在、割引の適用を受けている発電設備については、潮流改善への貢献や事業者の予見可能性を考慮し、暫定的な措置として引き続き割引の対象とする。 等

○発電○発電○発電○発電・送配電の設備区分見直し・送配電の設備区分見直し・送配電の設備区分見直し・送配電の設備区分見直し (減価償却費、事業報酬等の内数)
[[[[北海道：４億円を北海道：４億円を北海道：４億円を北海道：４億円を▲▲▲▲４４４４億円億円億円億円、東北：７億円を、東北：７億円を、東北：７億円を、東北：７億円を▲▲▲▲４４４４億円億円億円億円、東京：９億円を、東京：９億円を、東京：９億円を、東京：９億円を▲▲▲▲７７７７億円億円億円億円、中部：１０億円を、中部：１０億円を、中部：１０億円を、中部：１０億円を▲▲▲▲４４４４億円億円億円億円、北陸：３億円を、北陸：３億円を、北陸：３億円を、北陸：３億円を▲▲▲▲２２２２億円億円億円億円、関西：５億円を、関西：５億円を、関西：５億円を、関西：５億円を▲▲▲▲４４４４億円億円億円億円、中国：７億円を、中国：７億円を、中国：７億円を、中国：７億円を▲▲▲▲４４４４億円億円億円億円、四国：４億円を、四国：４億円を、四国：４億円を、四国：４億円を▲▲▲▲２２２２億円億円億円億円、九州、九州、九州、九州：：：：８８８８億億億億
円円円円をををを▲▲▲▲２２２２億円億円億円億円カットカットカットカット]]]]

・ 沖縄電力を除く９社について、発電側にも利益をもたらす設備について区分を見直し。

○○○○人件費人件費人件費人件費
[[[[北陸：北陸：北陸：北陸：255255255255億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲２２２２億円億円億円億円、、、、中国：中国：中国：中国：474474474474億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲13131313億円億円億円億円、、、、沖縄：沖縄：沖縄：沖縄：87878787億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲14141414億円億円億円億円カットカットカットカット]]]]

・北陸・沖縄電力は、１人当たり販売電力量の水準（生産性）が低いことから、
相応の人員分の給料手当等を託送料金原価から減額。

・中国電力は、年金資産の期待運用収益率を1.3%から2.0%に変更して託送料金
原価に反映。 等

○○○○設備設備設備設備投資関連投資関連投資関連投資関連費用費用費用費用 （（（（減価償却費、固定資産除却費、事業報酬）減価償却費、固定資産除却費、事業報酬）減価償却費、固定資産除却費、事業報酬）減価償却費、固定資産除却費、事業報酬）
[[[[北陸：北陸：北陸：北陸：416416416416億億億億円を円を円を円を▲▲▲▲17171717億円億円億円億円、、、、中国：中国：中国：中国：844844844844億億億億円を円を円を円を▲▲▲▲17171717億円億円億円億円、、、、沖縄：沖縄：沖縄：沖縄：205205205205億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲23232323億円億円億円億円カットカットカットカット] ] ] ] 

・先行投資及び不使用設備等をレートベースから減額及びこれに係る減価償却
費について託送料金原価から減額。 等

（高経年化に係る設備投資計画）（高経年化に係る設備投資計画）（高経年化に係る設備投資計画）（高経年化に係る設備投資計画） （（（（設備投資関連費用の内数）設備投資関連費用の内数）設備投資関連費用の内数）設備投資関連費用の内数）
[[[[北陸：北陸：北陸：北陸：60606060億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲６６６６億円億円億円億円、、、、中国：中国：中国：中国：49494949億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲２２２２億円億円億円億円、、、、沖縄：６億円を沖縄：６億円を沖縄：６億円を沖縄：６億円を▲▲▲▲0.090.090.090.09億円億円億円億円カットカットカットカット]]]]

・北陸電力は、鉄塔・コンクリート柱等の申請数量が過大なもの、電線・光搬送装
置等の申請単価が過大なものをレートベースから減額、中国電力は、鉄塔・変
圧器等の申請単価が過大なものをレートベースから減額。

・これらに伴う減価償却費等を託送料金原価から減額。 等

○○○○修繕費修繕費修繕費修繕費
[[[[北陸：北陸：北陸：北陸：309309309309億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲11111111億円億円億円億円、、、、中国：中国：中国：中国：575575575575億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲11111111億億億億円円円円、、、、沖縄：沖縄：沖縄：沖縄：113113113113億円を億円を億円を億円を▲▲▲▲18181818億円億円億円億円カットカットカットカット] ] ] ] 

・先行投資及び不使用設備等に係る修繕費について、託送料金原価から減額。 等

○○○○その他（その他（その他（その他（購入・販売電力料、購入・販売電力料、購入・販売電力料、購入・販売電力料、公租公租公租公租公課公課公課公課、その他、その他、その他、その他経費、控除収益経費、控除収益経費、控除収益経費、控除収益 等）等）等）等）
［北陸［北陸［北陸［北陸：：：：373373373373億億億億円を円を円を円を▲▲▲▲17171717億円億円億円億円、、、、中国中国中国中国：：：：994994994994億億億億円を円を円を円を▲▲▲▲25252525億円億円億円億円、沖縄、沖縄、沖縄、沖縄：：：：239239239239億億億億円円円円をををを▲▲▲▲54545454億億億億円円円円カット］カット］カット］カット］

・北陸・中国電力は、購入電力料・託送料の一部について、自社に適用される事業報酬
率で交渉を行うことを前提に、当該報酬率を上回る部分を託送料金原価から減額。

・北陸電力は、電力システム改革に伴うシステム開発に係る費用について、原価算定期
間において実施する必要性のない部分及び過大な部分を託送料金原価から減額。

・普及開発関係費のうち新聞・テレビＣＭ等について、電気の安全など公益目的の情報
提供を認めるが、ＨＰやパンフレット・チラシ等利用したものなど、厳に必要なもの以外
は託送料金原価から減額。 等

○○○○効率化計画効率化計画効率化計画効率化計画（修繕費、その他経費等の内数）
[[[[北陸：北陸：北陸：北陸：▲▲▲▲14141414億円億円億円億円、、、、中国：中国：中国：中国：▲▲▲▲0.060.060.060.06億円億円億円億円、、、、沖縄沖縄沖縄沖縄：：：：▲▲▲▲５５５５億円億円億円億円カットカットカットカット]]]]

・北陸・沖縄電力は、エスカレーションを織り込んでいる費用のうち、その部分を託送料金
原価から除く。 等

（注）（）は申請値との差異。

38億円の原価削減により、低圧を8.76円（▲0.13円）、高圧を4.17円（▲0.11円）、特別高圧を1.85円（▲0.08円）に圧縮
40億円の原価削減により、低圧を9.71円（▲0.05円）、高圧を4.50円（▲0.05円）、特別高圧を1.98円（▲0.04円）に圧縮
89億円の原価削減により、低圧を8.57円（▲0.04円）、高圧を3.77円（▲0.03円）、特別高圧を1.98円（▲0.03円）に圧縮
32億円の原価削減により、低圧を9.01円（▲0.02円）、高圧を3.53円（▲0.03円）、特別高圧を1.85円（▲0.02円）に圧縮
48億円の原価削減により、低圧を7.81円（▲0.27円）、高圧を3.77円（▲0.15円）、特別高圧を1.83円（▲0.08円）に圧縮
63億円の原価削減により、低圧を7.81円（▲0.05円）、高圧を4.01円（▲0.04円）、特別高圧を2.02円（▲0.03円）に圧縮
67億円の原価削減により、低圧を8.29円（▲0.16円）、高圧を3.99円（▲0.11円）、特別高圧を1.62円（▲0.06円）に圧縮
14億円の原価削減により、低圧を8.61円（▲0.05円）、高圧を4.04円（▲0.05円）、特別高圧を1.79円（▲0.03円）に圧縮
42億円の原価削減により、低圧を8.30円（▲0.06円）、高圧を3.84円（▲0.05円）、特別高圧を2.09円（▲0.04円）に圧縮
110億円の原価削減により、低圧を9.93円（▲1.57円）、高圧を5.20円（▲1.38円）、特別高圧を3.01円（▲1.09円）に圧縮

【第361-4-3】託送供給等約款認可申請への査定結果のポイント
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（５）小売全面自由化の広報、消費者保護に向けた取組
電力の小売全面自由化の実施に当たっては、消費

者が、正しい情報を持つことで、トラブルに巻き込
まれることなく、各々のニーズに合った適切な選択
ができることが重要です。

そのため、経済産業省では、全国各地での説明会
開催や、テレビ・新聞・雑誌などのメディアを通じ
た広報、パンフレット・ポスターの配布、専用ポー
タルサイト・コールセンターの設置など、自由化の
周知・広報を積極的に実施してきました。

さらに、電力取引監視等委員会が独立行政法人国
民生活センターと消費者保護強化のための連携協定
を締結（2016年2月）し、両者が共同で、消費者から
寄せられたトラブル事例やそれに対するアドバイス
を公表するなどの取組を実施しています。さらに、
同委員会では、消費者に対し、電力自由化に関する
正確な情報を分かりやすく発信するための周知イベ
ント「電力自由化キャラバン」を全国各地で開催する
など、消費者保護のための取組を強化しています。

●法的トラブル解決のための情報提供（３月から実施）
日本司法⽀援センター（法テラス）のコールセンター、全国の事務所（61箇所）での情報提供

●県⺠・市⺠向け広報紙等を通じた情報発信(各都道府県・市区町村)

●ブロック紙への広報記事の掲載

●広報動画等を使った情報発信
内閣広報室、政府広報室と連携し、LINE・TwitterといったSNSなど、様々な媒体を通して情報を発信

●関連WEBページの拡充
切り替えを検討する際の留意ポイントの紹介などコンテンツを拡充

これまでの取組 「消費者保護戦略パッケージ」（今後の取組）

●ポスター・パンフレットの配布・掲示
ポスター2.5万部、パンフレット15万部作成、
各都道府県等に配送済
・全国の百貨店・スーパーで配布・掲示
・東京メトロ駅構内にも掲示(2/10~16)

●専用コールセンターの開設
平均30件/日の⼊電。消費者からの自由化に関する相談
や問い合わせ等に対応。

このほか
・関連WEBページの開設(Q＆A、相談窓口、60秒解説、
バナー、自由化早わかり等のコンテンツを⽤意)
・経済産業省外壁への懸垂幕の掲示(1/19〜6/30)
・1,700市町村への情報提供

●各種説明会の開催
ブロック別説明会(全国10エリア実施済)、
都道府県別説明会(消費者庁と協⼒、50回程度)、
消費者団体・企業での説明会(30回程度)

●集中相談期間の設定（「駆け込み寺」の設置）
・自由化開始前後の３⽉下旬〜４⽉中旬にかけて、コールセンターとは別に、平日夜間
及び休日も電話相談を実施。

・専門の消費⽣活相談員による「家庭向け電⼒自由化なんでも110番」を3/13に実施
（実施団体は公益社団法人日本消費⽣活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会）

●電⼒⾃由化キャラバン
・消費者をターゲットに、イベントホール、商店街、ショッピングセンターなどの集客
施設で広報イベントを開催(30箇所)。

・第１回は、2⽉29日(⽉)に中延商店街(東京都品川区)で開催。

●電⼒取引監視等委員会と独⽴⾏政法⼈国⺠⽣活センターとの連携協定の締結
・消費者から寄せられる契約トラブル等の情報を随時共有。それに対するアドバイスを
含め情報を共同で公表するとともに、全国津々浦々の消費⽣活センターへ情報を発信

・国⺠⽣活センターと連携した研修会・勉強会を随時実施
・トラブル情報を踏まえた小売事業に係るルールのあり方の検討

電⼒⾃由化に向けた消費者保護の取組
 ２０１６年２⽉に、消費者保護を強化するための更なる取組を発表。

【第361-4-4】電力自由化に向けた消費者保護の取組

５．�電気料金の状況と電気料金値上げ
認可申請への厳正な対応

（１）電気料金の状況
火力発電所の稼働率上昇に伴う火力燃料費の増

大、燃料価格の高騰などにより、電気料金の平均単
価（全国）は、震災前の2010年度と直近値の2015年度
を比較すると、家庭用で約20％、産業用で約30％、
金額にして家庭用・産業用いずれも約4円/kWh上昇
しました。他方、2014年後半以降の大幅な原油価格
の下落等により、2015年度は1年前の2014年度と比較
して家庭用で約5%、産業用で約6%低下しました。

【第361-5-1】一般電気事業者の電気料金の推移（電灯・電力）

出典：電力需要実績確報（電気事業連合会）、各電力会社決算資料等
（注） 電灯料金は、主に一般家庭部門における電気料金の平均単価

で、電力料金は、自由化対象需要家分を含み、主に工場、オ
フィス等に対する電気料金の平均単価。平均単価の算出方法
は、電灯料収入、電力料収入をそれぞれ電灯、電力の販売電
力量（kWh）で除したもの。
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【備考】平均モデルの料⾦
従量電灯Ｂ、契約電流30A、⽉間使⽤電⼒量290kWhで算定したモデル

平成２３年４⽉より太陽光発電促進付加⾦を含む
平成２４年８⽉より再⽣可能エネルギー発電促進賦課⾦を含む

（円／⽉）

6,257 

6,234 

6,251 
6,315 

6,390 

6,474 

6,584 
6,683 

6,776 
6,854 

6,892 

6,897 

6,871 

6,866 

6,892 

6,918 

6,912 
6,973 

7,063 

7,201 7,184

7,548
7,511

7,464
7,427 7,342

7,273 7,284

7,415

7,636

7,804

7,920
7,978

8,004 8,004

7,946
7,894

7,847
7,873

7,963

8,111

8,541
8,567 8,541

8,509

8,477

8,423

8,402

8,3888,417

8,481

8,562
8,501

8,519

8,240

7,936

7,724

7,512
7,481

7,518 7,518
7,481

7,414

7,315

7,176

6,000

6,500

7,000
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H20.9 改定後 H23.4 太陽光発電促進付加⾦追加後 H24.8 再エネ賦課⾦追加後 H24.9 料⾦改定後 H26.5 消費税率変更後

（適
⽤
期
間
）

原
油
日
本
着
ベ
ー
ス

原
油
海外
価格 日本へ輸送等：約１ヶ月

12月原油
海外価格

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月１２月１１月

3月LNG
輸入価格

4月LNG
輸入価格

2月LNG
輸入価格

5月LNG
輸入価格

6月LNG
輸入価格

4月LNG
輸入価格

★
1月原油価格確報

ＬＮＧ輸入価格への反映：最短３ヶ月

12月原油
輸入価格

1月原油
輸入価格

11月原油
輸入価格

1月原油
輸入価格

2月原油
輸入価格

12月原油
輸入価格

2月原油
輸入価格

3月原油
輸入価格

1月原油
輸入価格

4月LNG
輸入価格

5月LNG
輸入価格

3月LNG
輸入価格

★ ★
1月価格速報 1月価格確報

4月
電気料⾦

★ ★
2月価格速報 2月価格確報

5月
電気料⾦

★
3月価格速報

6月
電気料⾦

★ ★
4月価格速報 4月価格確報

7月
電気料⾦

★
5月価格速報

★
5月価格確報

8月
電気料⾦

★
6月価格速報

9月
電気料⾦

約４〜９か月後の電気料⾦に反映（※）

Ｌ
Ｎ
Ｇ
日
本
着
ベ
ー
ス

（※）原油輸入価格のＬＮＧ輸入価格への反映までに要する期間を
３ヶ月と仮定した場合。

★
6月価格確報

★
3月価格確報

なお、電気料金は、基本料金、電力量料金、燃料費調整額（注）、再生可能エネルギー発電促進賦課金から 
構成されます。

【第361-5-2】東京電力における平均モデルの電気料金の推移

出典：東京電力公表資料

出典：資源エネルギー庁

※1 ヶ月の使用電力量は290kwhと想定。
※ 合計額（7,176円）は、口座振替割引額（－54円）を

勘案しているため、上記の式の数値は合致しない。
出典：東京電力公表資料

【第361-5-3】電気料金の構成

電気料金 ＝ 基本料金＋電力量料金 ± 燃料費調整額

７，１７６円
（２８年４月分）

再エネ発電賦課金＋

基本料金 ： ８４２円（３０Ａ）
電力量料金：６，７３６円

－８０６円
（－２．７８円×２９０ｋｗｈ）

４５８円
（１．５８円×２９０ｋｗｈ）

＝ ＝ ＝ ＝

（例：東京電力管内の標準的な家庭における2016年4月分）

【第361-5-4】原油価格の変動の電気料金への反映までのタイムラグ
海外における原油価格の変動が電気料金に反映されるまでには、4～ 9ヶ月程度以上のタイムラグが生じる。

 注 ・ 燃料費調整制度は、事業者が直接コントロールできない為替レートや国際的な燃料市況の変動による影響を、毎月の電気料金に反映
する制度です。為替変動による差益を消費者に還元することを目的に、平成8年に導入しました。

 　 ・ 海外における原油価格の変動が、原油輸入価格の変動やそれに連動するLNG輸入価格の変動を通じて、電気料金に反映されるまでには、
最短で4 ～ 9 ヶ月程度のタイムラグが生じることとなります。
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（２）電気料金の値上げ認可申請への厳正な対応
家庭など規制部門に適用される電気料金について

は、電力会社から電気料金の値上げ認可申請がなさ
れた場合、電気事業法（昭和39年法律第170号）第19
条に基づいて、申請が最大限の経営効率化を踏まえ
たものであるか厳正に審査した上で、経済産業大臣
が認可を行うこととなります。

2012年度以降これまで、規制部門に適用される電

気料金の値上げの認可に当たっては、経済産業省総
合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会電気
料金審査専門小委員会（以下「電気料金審査専門小委
員会」という。）（委員長：安念潤司　中央大学法科大
学院教授）により中立的・客観的かつ専門的な観点
から検討するとともに、広く国民の皆様から意見を
聴取する公聴会やパブリックコメントも実施するこ
とで、透明性の高い審査プロセスを経てきました。

【第361-5-5】電気料金改定認可のプロセス

【第361-5-6】電力各社の電気料金値上げ
改定の動向

電 力 会 社

需 要 家 等

経済産業大臣

申 請

受 理 認 可

・物価問題に関する関係閣僚会議（※２）

約款の掲示 実 施

（実施日の１０日前）

審査

国民の声

電気料金審査専小委

公聴会

消費者庁

協議（※１）

値上げ幅
申請日 実施日

料金算定上の
原発再稼働の想定申請 認可

東京電力
規制部門 10.28% 8.46% (▲1.82%) 24.5.11 24.9.1 柏崎刈羽１・５・６・７号機 平成２５年４月以降

柏崎刈羽３・４号機 平成２６年７月自由化部門 (16.39%) (14.90%) (▲1.49%) - 24.4.1～

関西電力①
規制部門 11.88% 9.75% (▲2.13%) 24.11.26 25.5.1 高浜３・４号機 平成２５年７月

（大飯３・４号機は稼働継続）自由化部門 (19.23%) (17.26%) (▲1.97%) - 25.4.1～

九州電力
規制部門 8.51% 6.23%(▲2.28%) 24.11.27 25.5.1 川内１・２号機 平成２５年７月

玄海４号機 平成２５年１２月
玄海３号機 平成２６年１月自由化部門 (14.22%) (11.94%) (▲2.28%) - 25.4.1～

東北電力
規制部門 11.41% 8.94% (▲2.47%) 25.2.14 25.9.1

東通１号機 平成２７年７月
自由化部門 (17.74%) (15.24%) (▲2.50%) - 25.9.1～

四国電力
規制部門 10.94% 7.80%(▲3.14%) 25.2.20 25.9.1

伊方３号機 平成２５年７月
自由化部門 (17.50%) (14.72%) (▲2.77%) - 25.7.1～

北海道電力①
規制部門 10.20% 7.73% (▲2.47%) 25.4.24 25.9.1 泊１号機 平成２５年１２月

泊２号機 平成２６年１月
泊３号機 平成２６年６月自由化部門 (13.46%) (11.00%) (▲2.46%) - 25.9.1～

中部電力
規制部門 4.95% 3.77% (▲1.18%) 25.10.29 26.5.1 浜岡４号機 平成２８年１月

浜岡３号機 平成２９年１月自由化部門 (8.44%) (7.21%) (▲1.23%) - 26.4.1～

北海道電力②
規制部門 17.03%

15.33% (▲1.70%)
但し、27年3月末までは

12.43% (▲4.60%)（注1）
26.7.31 26.11.1 泊１号機 平成２８年１月

泊２号機 平成２８年３月
泊３号機 平成２７年１１月

自由化部門 (22.61%) (20.32%) (▲2.29%) - 26.11.1～

関西電力②
規制部門 10.23%

8.36% (▲1.87%)
但し、27年9月末までは
4.62% (▲5.61%)（注2）

26.12.24 27.6.1 高浜３・４号機 平成２７年１１月
（大飯３・４号機は平成２７年度中には稼働せず）

自由化部門 (13.93%) (11.50%) (▲2.43%) - 27.4.1～

規制需要家に適用される電気料金については、電気事業法第19条に基づき、電力会社から料金改定の
認可申請が提出された場合において、経済産業大臣が審査を行い、広く一般から意見を聴取する公聴
会（電気事業法第108条）等を行った上で、認可を行う。

（※１）物価担当官会議申し合わせ（2011年3月14日）に基づく。
（※２）物価問題に関する関係閣僚会議（1993年8月24日閣議口頭了解）について
○ 構成員：総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、内閣府特命担当大臣（金融）、

内閣府特命担当大臣 （消費者）、内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、内閣官房長官。
○ 会議は、長期及び短期にわたる物価安定対策に関する重要問題について協議することを目的とし、内閣官房長官が主宰。会議の庶務は、

消費者庁において処理。
出典：「第20回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電気料金審査専門小委員会配布資料より抜粋」

東日本大震災以降、原子力発電所の稼働率低下に
伴い火力燃料費等が増加し、電力各社の収支を圧
迫することとなりました。そのため、2012年以降、
東京電力、関西電力、九州電力、東北電力、四国電
力、北海道電力及び中部電力が、電気料金の値上げ
を実施しました。

しかし、原子力発電所の再稼働時期が値上げ実施
時に想定していた時期よりも遅延していることに
より、火力燃料費が増大し、電力各社の収支を引
き続き圧迫したため、2014年11月に北海道電力が、
2015年6月に関西電力が、震災後2度目となる電気
料金の値上げを実施しました。

（注１） 27年3月31日までは、激変緩和措置として、さ
らに2.90%圧縮し、12.43%とすることとした。

（注２） 27年9月30日までは、激変緩和措置として、さ
らに3.74%圧縮し、4.62%とすることとした。

※ 自由化部門の値上げ率は、規制部門の値上げ率に対応
する原価計算上の数値であり、実際の料金は当事者間
の交渉によって定められることが原則。

出典：資源エネルギー庁作成
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○関西電力の再値上げ
関西電力は、高浜発電所・大飯発電所が長期間停

止したことによる火力燃料費の増加などを受けて、
財務状況が大幅に悪化したことから、2013年5月に
規制部門の電気料金を9.75％値上げしました。

しかし、両発電所の再稼働が2013年値上げ時の
想定（高浜発電所3・4号機：2013年7月稼働、大飯
発電所3・4号機：継続稼働）よりも大幅に遅延して
いることにより、火力発電所における燃料消費量が
増加し火力燃料費が更に増大したことから、2014
年12月24日、関西電力は電気料金を規制部門で
10.23％引き上げること等を内容とした、電源構成
変分認可制度（注）に基づく電気料金値上げ認可申請
を行いました。

2015年1月から4月にかけて計6回、電気料金審査
専門小委員会において、客観的・専門的な見地から
審査を行うとともに、同年3月3日には値上げに係
る公聴会が大阪市にて開催されました。

その後、委員会で取りまとめられた査定方針案に
ついて、同年5月11日まで経済産業省と消費者庁が

協議を行い、同月15日の物価問題に関する関係閣
僚会議の了承を経て、同月18日に認可されました。

査定のポイントは以下のとおりです。
(ⅰ)  原油価格の下落を踏まえた卸電力取引所から

の調達価格の査定の導入など、増分費用等の厳
正な審査を行った。この結果、規制部門の値
上げ幅は、申請時の10.23％から8.36％となる。
実施時期は6月1日とする。

(ⅱ)  効率化の徹底を求め、その成果を料金負担の
軽減に充てる。
具体的には、需要のピークを迎える夏の負担を
軽減するため、激変緩和措置として、実施から
4 ヶ月間はさらに3.7％以上値上げ幅を圧縮し、
その間の値上げ幅は4.62％となる。

(ⅲ)  今回の値上げ申請が高浜発電所・大飯発電所の
再稼働の遅れに起因するものであることから、
値上げの認可に際しては、高浜発電所・大飯
発電所の再稼働の状況に応じて、順次値下げ
を実施するよう、条件を付けることとした。

【第361-5-7】関西電力の料金改定の概要

（１）燃料費（１）燃料費（１）燃料費（１）燃料費の増分等の増分等の増分等の増分等の厳正な審査の厳正な審査の厳正な審査の厳正な審査
①原油価格の下落等を踏まえた査定①原油価格の下落等を踏まえた査定①原油価格の下落等を踏まえた査定①原油価格の下落等を踏まえた査定
・購入電力料：卸電力取引所からの電力調達価格を、原油価格の下落を踏まえ、約２割カット
・火力燃料費：他電力で最も燃料費が低い会社並の取組の織り込み（トップランナー査定）を石油・ＬＮＧに厳格に適用

②値上げ申請後の廃炉決定（美浜１、２号、敦賀１号）に伴い費用②値上げ申請後の廃炉決定（美浜１、２号、敦賀１号）に伴い費用②値上げ申請後の廃炉決定（美浜１、２号、敦賀１号）に伴い費用②値上げ申請後の廃炉決定（美浜１、２号、敦賀１号）に伴い費用をををを圧縮圧縮圧縮圧縮

（２）（２）（２）（２）経営効率化経営効率化経営効率化経営効率化を原資とした料金負担の軽減（激変緩和措置の導入）を原資とした料金負担の軽減（激変緩和措置の導入）を原資とした料金負担の軽減（激変緩和措置の導入）を原資とした料金負担の軽減（激変緩和措置の導入）
・資産売却（２００億円）
・役員報酬のカット、顧問報酬のカット 等

（３）（３）（３）（３）再稼働後再稼働後再稼働後再稼働後のののの値下げ値下げ値下げ値下げの条件付けの条件付けの条件付けの条件付け
・値上げ認可に際して、高浜原発、大飯原発の再稼働の状況に応じ、順次値下げを実施するよう、条件を付す
・値下げの実施について、エネ庁の料金小委（消費者庁も参加）においてフォローアップする

申請日
平成２６年１２月２４日
※電源構成変分認可制度に
基づく申請

値上げ率
（規制部門）

１０．２３％

【【【【申請の概要申請の概要申請の概要申請の概要】】】】

平成２６年１２月２４日（水） 認可申請
平成２７年１～４月 電気料金審査専門小委員会を計６回実施

３月３日（火） 公聴会（於大阪市）、パブコメ実施
４月２１日（火）～５月１１日（月） 消費者庁協議
５月１５日（金） 物価問題に関する関係閣僚会議
５月１８日（月） 認可
６月 １日（月） 実施

【【【【申請の概要申請の概要申請の概要申請の概要】】】】

【【【【査定査定査定査定の概要の概要の概要の概要】】】】

【【【【スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール】】】】

１０１０１０１０....２３％２３％２３％２３％
激変緩和（４ヶ月）
原資は（２）１０.２３％－（１）申請値

８．３６％８．３６％８．３６％８．３６％

（規制部門）

需要のピークを迎える夏の負担を軽減
するため、実施から４ヶ月（６～９月）、
さらに３．７％以上値上げ幅を圧縮

４４４４．６２％．６２％．６２％．６２％

出典：資源エネルギー庁

 注�電源構成変分認可制度について
　   一般電気事業者の電気料金について、料金値上げの認可を経ていることを条件に、当該原価算定期間内において、社会的経済的事情の

変動による電源構成の変動があった場合に、総原価を洗い替えることなく、当該部分の将来の原価の変動（燃料費等）を料金に反映さ
せる料金改定を認める制度です。
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（３）原価算定期間終了後の小売電気料金の事後評価
家庭など規制部門に適用される電気料金について

は、原価計算期間終了後に小売電気料金の原価の洗
い替えを行わない場合において、引き続き当該料金
原価を採用する妥当性については、従来、経済産業
省で評価を実施するとともに、経済産業省及び一般
電気事業者各社において、以下のような情報公開の
取組を実施しています。

1． 経済産業省において、原価算定期間終了後に
毎年度事後評価を行い、利益率が必要以上に
高いものとなっていないかなどを確認し、そ
の結果を公表する（必要に応じて料金値下げ
に係る変更認可申請命令の発動の要否を検討
する）。

2． 一般電気事業者各社において、規制部門と全
社計に区分した人件費等の実績値の比較結果
をホームページで公表する。

また、東京電力については、2012年の料金値上
げ時に、継続的に監視していくこととされており、
震災後行われた値上げに係る初めての原価算定期間
終了後の事後評価であることから、消費者基本計画
の工程表においても2015年度に事後評価を行う旨
が記載されています。

これを踏まえ、原価算定期間が終了している一般
電気事業者4社（東京電力、北陸電力、中国電力、沖
縄電力）について、電力取引監視等委員会の下に設

置した電気料金審査専門会合（座長：安念潤司　中
央大学法科大学院教授）において、料金適正化の観
点から、電力会社ごとに原価算定期間終了後の小売
電気料金の事後評価を実施しました。

＜事後評価のポイント＞
A 東京電力、北陸電力、中国電力、沖縄電力

原価算定期間終了後の事後評価において、電気事
業法第23条第１項・電気事業法に基づく経済産業
大臣の処分に係る審査基準等第2（20）④に基づく
値下げ認可申請の必要が無いか。

①電気事業利益率による基準
②規制部門の累積超過利潤による基準又は自由化

部門の収支による基準

B 東京電力の事後評価に関する追加手続
①料金原価と実績費用の比較

個別費目について、料金原価を合理的な理由無
く上回る実績となっていないか。なお、実績が
料金原価を上回っている費目は以下の通り。

▶人件費
▶燃料費
▶購入電力料
▶原子力バックエンド費用

②規制部門と自由化部門の利益率の比較
規制部門と自由化部門の利益率に大きな乖離は

【第361-5-8】電源構成変分認可制度における費用の配賦・レートメークの概要

＜供給計画＞
電力需要予測と供給力の１０年
計画を毎年度策定。燃料費や購
入電力料等の算定基礎。

＜工事計画＞
今後の発電設備や送電線、変電
所等の建設計画。減価償却費や
事業報酬等の算定基礎。

＜資金計画＞
工事計画遂行のために必要な資
金調達計画。法人税や財務費用
等の算定基礎。

＜業務計画＞
人員計画や業務機械化計画、研
究計画等が含まれる。人件費や
その他の費用等の基礎。

＜経営効率化計画＞
料金改定時には、料金改定の理
由、根拠等を明らかにする。

＜前提計画＞＜前提計画＞＜前提計画＞＜前提計画＞

特
別
送
電
・高
圧
配
電
非
関
連
費
（可
変
費
）

低圧需要

特別高圧
・高圧需要

低
圧
需
要
特
別
原
価

特
別
高
圧
・高
圧
需
要

特
別
原
価

＜費用の配賦、レートメーク＞＜費用の配賦、レートメーク＞＜費用の配賦、レートメーク＞＜費用の配賦、レートメーク＞

【【【【営業費営業費営業費営業費】】】】

○燃料費○燃料費○燃料費○燃料費

○バックエンド費用○バックエンド費用○バックエンド費用○バックエンド費用

・使用済燃料再処理等・使用済燃料再処理等・使用済燃料再処理等・使用済燃料再処理等
発電費発電費発電費発電費

・特定放射性廃棄物処・特定放射性廃棄物処・特定放射性廃棄物処・特定放射性廃棄物処
分費分費分費分費

○○○○購入購入購入購入電力料電力料電力料電力料等等等等

・地帯間購入電源費・地帯間購入電源費・地帯間購入電源費・地帯間購入電源費

・・・・他社他社他社他社購入電源費購入電源費購入電源費購入電源費

・地帯間販売電源料・地帯間販売電源料・地帯間販売電源料・地帯間販売電源料

・他社販売電源料・他社販売電源料・他社販売電源料・他社販売電源料

○事業税○事業税○事業税○事業税

＜特別変動額の算定＜特別変動額の算定＜特別変動額の算定＜特別変動額の算定＞＞＞＞

小
売
規
制
料
金

小
売
自
由
化
料
金

低
圧
需
要
総
原
価

（

※

）

特
別
高
圧
・高
圧
需
要

総
原
価
（

※

）

託
送
料
金
（

※

）

（※）現行供給約款における原価等

まず、「前提計画」（需給や効率化計画等）をチェックした上で、社会的経済的事情の変動による電源構成

の変動があった場合、算定規則に基づき、燃料費、バックエンド関係費用、購入・販売電力料、事業税の

変動額から算定される特別変動額を、低圧需要と特別高圧・高圧需要の費用に配分し、原価算定期間の

残存期間における低圧需要の変動原価（当初認可時の3年平均原価を上回る部分）と変動収入が一致す

るように小売規制料金を設定（レートメーク）する。

出典：「第25回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電気料金審査専門小委員会配布資料より抜粋」
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ないか。乖離が生じている場合の要因は合理的か。
③経営効率化への取り組み

経営効率化への取り組みは着実に進捗しているか。

＜事後評価の結果＞
A 東京電力、北陸電力、中国電力、沖縄電力

原価算定期間終了後の事後評価において、電気事
業法第23条第1項・電気事業法に基づく経済産業大

臣の処分に係る審査基準等第2（20）④に基づく値
下げ認可申請の必要は認められなかった。

①電気事業利益率による基準
過去3年の電気事業利益率の平均値は、東京電
力（1.6%）、北陸電力(0.1% )、中国電力(0.3% )、
沖縄電力（3.0%）となっており、基準値である
10社10年平均値3.4%を下回っていることから、
当該基準には該当しなかった。

東京 北陸 中国 沖縄 10社平均
平成24年度 ▲3.4% ▲2.2% ▲1.7% 2.7%

平成25年度 4.2% 0.9% ▲0.8% 2.8%

平成26年度 4.0% 1.7% 4.1% 3.5%

3年度平均 1.6% 0.1% 0.5% 3.0% 10年平均　3.4%

② 規制部門の累積超過利潤による基準又は自由化
部門の収支による基準

　 ①の基準に該当していないことから、②の検討
は不要。

B 東京電力の事後評価に関する追加手続
①料金原価と実績費用の比較　

個別費目が、料金原価を上回っている以下の4
つの費目について、増減要因を確認した。結果、
合理的な理由無く料金原価を上回る実績となっ
ているものは無いことを確認した。

▶人件費
▶燃料費
▶購入電力料
▶原子力バックエンド費用

②規制部門と自由化部門の利益率の比較
2012年～ 2014年度の原価算定期間における規
制部門と自由化部門の利益率については、規制
部門1.7%、自由化部門▲1.6％と差異が生じて
いる。
同期間の販売電力量は、規制部門と自由化部門
で約1：1.6となっており、電気料金のうち電力
量に応じて発生する可変費の割合が自由化部門
は高くなっている。また、料金原価上稼働を想
定していた原子力発電所が、原価算定期間中に
実際には一切稼働していないため、火力電源の
焚き増し・他社からの受電増により、燃料費・
購入電力料の可変費が増加している。
規制部門は、低圧のみに必要な配電設備等の各
種費用が発生することから、自由化部門と比較
して電気料金に占める固定費の割合が高くなっ

ている。また、経営効率化等によるコストの削
減効果は、可変費・固定費ともに生じているが、
特に固定費でコスト削減が進んでいる。
原子力発電所の停止、火力の焚き増し等に伴う
燃料費の負担増の影響（利益を減らす効果）が、
可変費比率の相対的に高い自由化部門に大きく
影響を及ぼしている一方、経営効率化等による
コストの削減効果（利益を増やす効果）が固定費
比率の相対的に高い規制部門で大きく影響を及
ぼしていることから、利益率は、規制部門がプ
ラス・自由化部門がマイナスとなっている。
結果として、規制部門と自由化部門の利益率の
乖離は、合理的な要因に基づくものであること
を確認した。

③経営効率化への取り組み
稼働を想定していた原子力発電所が、原価算定
期間を通じて非稼働となり、火力電源の焚き
増し等により収支が非常に厳しい状況の中で、
2014年1月に経済産業大臣の認定を受けた新・
総合事業計画に基づき10年間で約4.8兆円のコ
スト削減施策が講じられた。結果として経営
効率化は、料金改定時（2,785億円）と比較して、
実績（6,975億円）の約2.5倍となっており、料金
原価策定時よりも深掘りが行われていることを
確認した。
コスト削減対象の選定にあたっては、安定供給
を前提として、リスクの発生可能性及びリスク
発現時の社会的影響度の2つの観点をベースと
したリスクマップを活用し、投資・修繕等の案
件を評価し、相対的にリスクの低い案件につい
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て、投資の繰り延べを行うなど、リスクに応じ
た不要不急の案件を中心にコスト削減が進めら
れていることを確認した。

第2節
ガスシステム改革及び熱供給
システム改革の推進
１．�電気事業法等の一部を改正する等の
法律案（ガス事業法、熱供給事業法
等の一部改正）の成立

（再掲　本章第1節2. 参照）

2．ガスシステム改革小委員会における議論
電力システム改革とあいまって、ガスが低廉・安

全かつ安定的に供給され、消費者に新たなサービス
などの多様な選択肢が示されるガスシステムの構築
に向け、小売の全面自由化、LNG基地の在り方も
含めた天然ガスの導管などの供給インフラのアクセ
ス向上と整備促進や、簡易ガス事業制度の在り方な
どについて検討するため、2013年11月に総合エネ
ルギー調査会基本政策分科会の下に、「ガスシステ
ム改革小委員会」を設置しました。2015年度は、ガ
スシステム改革を着実に進めていく上での実務的な
課題を含めた具体的な制度設計に関する検討・審議
を中心に、計9回にわたる議論を行いました。また、
同委員会では、新たな熱供給事業の制度設計につい
ても議論を行いました。

3．ガス安全小委員会における議論
ガスシステム改革小委員会における検討を受け、

産業構造審議会保安分科会ガス安全小委員会にお
いて、2014年6月からガスシステム改革後の望まし
い保安の在り方について検討を行いました。また、
2015年7月には、保安規制の詳細設計について検討
するため、同小委員会の下に「ガスシステム改革保
安対策ＷＧ」を設置しました。

2015年度は、緊急時・災害時におけるガス事業
者間の連携・協力、ガス小売事業者の保安業務の在
り方などに関する検討・審議を中心に、同WGにお
いて計4回にわたる議論を行い、2015年12月10日に
中間的整理をとりまとめました。また、12月17日
のガス安全小委員会に中間的整理を報告・審議し、
了承されました。

開催回 開催日 議題
第22回 8月20日 ○小売事業者の説明義務、書面交

付義務について

第23回 9月15日 ○小売事業の登録拒否事由、小売
事業者に対する業務改善命令、最
終保障供給義務等について

第24回 10月19日 ○経過措置料金規制の対象基準、
需要調査費・需要開拓費、二重導
管規制等について

第25回 11月10日 ○経過措置料金規制の対象基準、
同時同量制度等について

第26回 12月15日 ○小売全面自由化の施行時期、託
送供給料金の審査の在り方、需要
調査・需要開拓費、二重導管規制
等について

第27回 1月12日 ○小売全面自由化の施行時期、託
送供給料金の審査の在り方、事業
報酬、小売全面自由化後も導管整
備を促進するための託送供給制度
等について

第28回 2月5日 ○経過措置料金規制の対象基準、
同時同量制度、託送検討、熱供給
事業に関する指針について

第29回 2月23日 ○経過措置料金規制の対象基準に
ついて

第30回 3月31日 ○パンケーキ問題、LNG基地の第
三者利用制度、国産天然ガスを対
象とした原料費調整制度、二重導
管規制について

【第362-2-1】ガスシステム改革小委員会　各開催
回の議題

第
６
章



第６章　市場の垣根を外していく供給構造改革等の推進

第３部　2015（平成27）年度においてエネルギー需給に関して講じた施策の状況

306

開催回 開催日 議題
第1回 7月30日 ○消費機器調査・周知の実施体制

について、消費機器に係る「自主
保安」活動について

第2回 9月24日 ○ガス漏れ等の緊急時対応におけ
る導管・小売事業者の役割分担に
ついて、内管等の工事、維持及び
運用に係る連携・協力について、
小売全面自由化後の事故報告の在
り方について、勧告対象となる「公
共の安全の確保上特に重要なガス
工作物」について

第3回 11月18日 ○大規模災害時対応における導
管・小売事業者の役割分担につい
て、消費機器の調査・習知の実施
体制と監督者・従事者への教育・
訓練について、開栓を伴わない供
給開始時における前回の消費機器
調査結果の活用について、旧簡易
ガス事業の用に供するガス工作物
に係る保安規制について、危険発
生防止周知の手法について、小売
供給開始時における開栓に関する
保安措置について

第4回 12月10日 ○ガスシステム改革保安対策WG
中間的整理（案）について

【第362-3-2】�ガスシステム改革保安対策ＷＧ　各
開催回の議題

開催回 開催日 議題
第11回 6月29日 ○ガスシステム改革後の保安規制

に関する検討について

第12回 12月17日 ○ガスシステム改革保安対策WG
中間的整理について

【第362-3-1】�ガス安全小委員会　各開催回の議題
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